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第４章 計画の目標と施策体系 

１ 目指すべき将来像 

    本計画における取組の方向性を明確にするため、目指すべき将来像を以下のよう 

に設定します。 

 

 

 

２ 基本方針 

    以下の３つの基本方針により「資源循環型社会の構築」を目指します。 

 

 

 

 

     資 源 やエネルギーを必 要 とする「リサイクル」よりも優 先 すべき対 策 であるごみの発 生 抑  

制 と再 使 用 の取 組 を進 めます。 

 

 

 

 

 

ごみの発 生 抑 制 と再 使 用 の取 組 を進 めてもなお発 生 するごみを適 正 に分 別 するため

に、市 民 に分 かりやすい区 分 によって適 正 に分 別 し、可 能 な限 り資 源 化 することを徹 底

します。 

 

 

 

 

収 集 から最 終 処 分 までの各 過 程 において、温 室 効 果 ガス排 出 量 の削 減 や環 境 汚

染 物 質 の発 生 抑 制 などの環 境 負 荷 の低 減 に努 め、効 率 的 かつ経 済 的 な事 業 運 営 を

目 指 します。 

更なるごみの減量・リサイクルによる「資源循環型社会の構築」 

基本方針１  「減らす」 
ごみの発生抑制と再使用（２Ｒ）を優先的に進めます 

基本方針２  「分ける」 
ごみの分別と資源化を徹底します 

基本方針３ 「安心できる」 
        環境負荷の低減に努め、効率的かつ経済的なごみ処理を目指します 
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３ 目標設定 

（１） 家庭系ごみの減量目標 

家 庭 系 ごみの減 量 に向 けた取 組 を進 めることで以 下 の減 量 目 標 の達 成 を目 指 しま

す。 

 

 

 

 

 

 

（２） 事業系ごみの減量目標 

事 業 系 ごみの減 量 に向 けた取 組 を進 めることで、以 下 の減 量 目 標 の達 成 を目 指 しま

す。 

 

 

 

 

 

 

４ 参考指標（ベンチマーク） 

上 記 目 標 の達 成 に向 けた課 題 の検 討 、施 策 の改 善 や見 直 しの際 に参 考 とする参

考 指 標 （ベンチマーク）を設 定 し、市 民 等 の行 動 目 標 とします。 

（１） 家庭・事業所から出る食品ロス量 

家 庭 系   令 和 元 （2019）年 度 のごみ組 成 調 査 による割 合 10.34％以 下  

事 業 系    令 和 元 （2019）年 度 のごみ組 成 調 査 による割 合 20.28％以 下  

（２） リサイクル率 

令 和 元 （2019）年 度 の19.1％以 上  

（３） ごみの埋立（最終）処分量 

大 阪 湾 フェニックスへの搬 入 計 画 量  年 間 4,568トン以 下   

令和元年度比で市民 1人 1日当たり 44.3ｇ(8.0％)の減量 

 

 

令和元年度実績：553.2ｇ → 令和 14年度：508.9ｇ 

令和元年度比で市民 1人 1日当たり 15.9ｇ（6.1％）の減量 

 

 

令和元年度実績：260.2ｇ → 令和 14年度：244.3ｇ 
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５ 計画体系図 

 

将来像

ごみ処理の課題

数値目標

参考指標

環境負荷の低減に努め、効率的かつ
経済的なごみ処理を目指します

ごみの分別と資源化を徹底しますごみの発生抑制と再使用（２Ｒ）を
優先的に進めます

施策  2-1　市民に分かりやすいごみ分別
施策  2-2　収集日の統合による効率的な収集
施策  2-3　福祉分野と連携したごみ出し支援の検討

更なるごみの減量・リサイクルによる「資源循環型社会の構築」

１）ごみの発生抑制と再使用（２Ｒ）の
推進

２）資源化の徹底、３）ごみ処理事業
の効率的かつ経済的な運営、４）適正
なごみ処理体制の維持、６）温室効果
ガスの削減、７）ごみに関する社会情
勢の変化への対応

５）市民・事業者・行政の協働

基本方針 ３ 「安心できる」基本方針 ２ 「分ける」基本方針 １ 「減らす」

①家庭系ごみ量について、令和元年度比で市民１人１日当たり8.0％の減量
②事業系ごみ量について、令和元年度比で市民１人１日当たり6.1％の減量

①家庭・事業所から出る食品ロス量、②リサイクル率、③ごみの埋立（最終）処分量

●適正処理施策
・地域と連携したごみ出しルールの徹底
・排出事業者・収集運搬許可業者への適正排出・
適正処理の指導徹底
・クリーンセンターでのごみの安定処理およびごみ
焼却エネルギーの有効利用
・災害時や感染症などによる非常時のごみ処理体
制の確保
・在宅医療廃棄物への対応

●発生抑制施策
・家庭における食品ロス削減の促進
・ごみの発生抑制に関する消費行動の推進
・排出事業者への減量指導
・飲食店・小売店等と連携した食品ロス削減の
促進
・リユース品の普及啓発

市民・事業者・行政の協働

●共通施策　教育・学習機会の充実
・様々な媒体を活用したごみに関する情報の発信
・教育機関等における環境教育の推進
・クリーンセンターや地域における環境学習の推進
・市民団体・地域との協働による啓発の推進
・ごみの組成調査結果の分析と活用

施策  1-1　指定袋無料配布の見直し
施策　1-2　リユース市場の拡大促進
施策  1-3　ごみ処理手数料の見直し
施策  1-4　雑紙の分別周知

●資源化（分別）施策
・家庭における生ごみ資源化の支援
・資源ごみの回収促進
・食品廃棄物の資源化の促進
・未利用資源の資源化の推進

基本施策２

持続可能な分別・収集・処理体制の確立

基本施策１

２Ｒを推進するための仕組みづくり

重点施策

一般施策
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第５章 目標達成に向けた施策 

１ 基本施策１  ２Ｒを推進するための仕組みづくり 

本 計 画 では、「２Ｒ（発 生 抑 制 ：リデュース、再 使 用 ：リユース）の推 進 」に重 点 を

置 き、可 能 な限 り新 たな資 源 ・エネルギーやコストを投 入 せずにごみ減 量 を進 めるという観

点 から、ごみの発 生 抑 制 と再 使 用 を進 めます。 

また、家 庭 系 ・事 業 系 ごみに混 入 している食 品 ロスを削 減 することも課 題 であり、ごみ

の分 別 方 法 をはじめ、発 生 抑 制 や再 使 用 に関 する情 報 提 供 、環 境 教 育 を実 施 するな

ど、市 民 ・事 業 者 が継 続 的 に取 り組 むことができる仕 組 みづくりを目 指 します。 

 

【重点施策】 １－１ 指定袋無料配付の見直し                          

課題 
市民アンケート調査結果によると、現在の無料配付制度に対して、「ごみ袋が不足してい

る」、「草津市も有料にすべきである」、「減量するメリットが得られない」との回答がそれぞれ

10％程度あり、ごみ減量へのインセンティブが働いていない状況があります。 

施策の概要 家庭系焼却ごみ類の削減、ごみ減量に向けた市民意識の更なる向上のため、焼却ご

み類の指定袋を現状の一定量無料配付から、有料購入への変更を検討します。また、

地域コミュニティや福祉的支援の観点から、資源ごみやおむつ等のごみについては袋の無

料配付を継続する方法について検討します。 

 

 

 

 

 

施策の効果 家庭系焼却ごみの削減（5.5%程度の減量効果） 

 

スケジュール  

 

 

 

   

 

 

※目標の達成状況を考慮しながら、ごみの処理費用を含めたごみ袋の有料化（指定ご

み袋による単純従量制の導入）の検討を進めます。 

 

 

 

 

R4     R5     R6     R7     R8     R9     R10     R11     R12     R13     R14 

実施 

※追加施策検討 

無料引換 有料購入 

条例改正・周知 

焼却ごみ 資源ごみ 
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【重点施策】 １－２ リユース市場の拡大促進                         

課題 
市民アンケート調査結果によると、「不用品のリユースに努めているか」との問いに対して、

40％程度が「まったくしていない」または「ほとんどしていない」と回答しており、リユースの取

組に消極的な状況があります。 

施策の概要 増加傾向がみられる粗大ごみ、破砕ごみ類および陶器・

ガラス類等の削減のため、近隣市と連携し、リユースショップ

の場所や連絡先を記載したリユース拠点のマップを作成し

て、市のホームページ、ごみ分別アプリ等を用いて、情報提

供することでリユース市場の拡大を進めるとともに、リユース

事業を検討します。 

施策の効果 粗大ごみ・破砕ごみ・陶器ガラス等の削減 

スケジュール  

 

 

 

 

【重点施策】 １－３ ごみ処理手数料の見直し                         

課題 
平成 30 年度一般廃棄物実態調査結果から、本市の１人１日当たりの家庭系ごみ量

（集団回収量含む）の 578g は、県内平均の 609g を下回っていますが、本市の１人

１日当たりの事業系ごみ量の 283g は、県平均の 224g を上回っている状況です。 

施策の概要 増加傾向がみられる事業系ごみに対して、排出事業者にごみの減量へのインセンティブ

（動機）を持っていただくため、周辺自治体の事業系ごみの処理手数料も参考に手数

料見直しを進め、事業系ごみの搬入量の抑制を図ります。 

施策の効果 ・事業系焼却ごみの削減（５％程度の減量効果） 

・周辺自治体との格差是正 

スケジュール  

 

 

 

【重点施策】 １－４ 雑紙の分別周知                               

課題 
家庭系焼却ごみの組成調査結果によると、15％程度の古紙類が混入しているため、

分別を促し焼却ごみの減量を進める必要があります。 

施策の概要 分かりにくい分別品目について、具体的な事例を挙げなが

ら、分かりやすい雑紙分別の周知啓発を行います。 

施策の効果 
古紙類の搬入増加の抑止（2.3%程度の減量効果） 

スケジュール  

 

 

R4     R5     R6     R7     R8     R9     R10     R11     R12     R13     R14 

条例改正・周知 

 実施 

制度設計・周知 
R4     R5     R6     R7     R8     R9     R10     R11     R12     R13     R14 

実施 

R4     R5     R6     R7     R8     R9     R10     R11     R12     R13     R14 

 

 
 実施 
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【一般施策】                                             

発生抑制施策 

家
庭
系 

家庭における食品ロス削減の促進 

買い物時の食品ロス削減として冷蔵庫の中身の確認や買い物メモ等による対

応とともに買い物後の３キリ運動（食材を使いキリ、料理を食べキリ、生ごみを水

キリ）を推進します。 

また、宴会時の食べキリと健康づくりを併せた 3010 運動＋などについて啓発を

行います。 

ごみの発生抑制に関する消費行動の推進 

物品の購入や選択の時などの消費行動には、ごみの発生抑制等の環境負荷

に配慮するグリーン購入やエシカル消費の考え方を啓発します。 

また、様々な学習の機会をとらえ、幼少期からマイバックやマイ箸の持参などの

実践行動のきっかけづくりを進めるとともに、小売店や飲食店等とともにキャンペー

ン事業による啓発を実施します。 

リユース品の普及啓発  

 フリーマーケット等 のリユースイベントの奨 励 およびイベント時 のリユース

食 器 の利 用 など、普 及 啓 発 を進 めます。 

事
業
系 

排出事業者への減量指導 

 事業系一般廃棄物の多量排出事業者に対し、減量計画書の作成・提出を

求めるなど減量指導を行います。 

共
通 

飲食店・小売店等と連携した食品ロス削減の促進 

 飲食店や小売店等と市民などを結び付け、フードバンク、フードドライブ、フードレ

スキューといった方法により食品ロスを未然に防ぐ事業を実施します。 

 

 

 

 

 

フードバンクとは：家 庭 や事 業 者 から、まだ安 全 に食 べられるのに破 棄 され

てしまう食 品 を引 き取 り、福 祉 施 設 等 へ無 償 で提 供 する

団 体 や活 動  

フードドライブとは：フードバンクなどへ食 品 を寄 付 する活 動  

フードレスキューとは：期 限 間 近 の値 引 き食 品 を選 んで購 入 するなど、廃

棄 される食 品 の削 減 につながる環 境 にやさしい取 組  

 

フードバンク 

フードドライブ 

事業者 

 

家庭 

 

支援を必要とする家庭 

 

福祉施設 
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２ 基本施策２  持続可能な分別・収集・処理体制の確立 

ごみの発 生 抑 制 および再 使 用 の取 組 を進 めてもなお排 出 されるごみについては、市

民 ・事 業 者 に対 して正 しい分 別 を周 知 ・徹 底 し、できる限 り資 源 物 としてリサイクルするた

め、適 切 な分 別 、排 出 に向 けた取 組 を推 進 します。 

また、市 民 や町 内 会 等 による集 団 回 収 や事 業 者 自 らが行 う廃 棄 物 処 理 への取 組 に

ついて、市 民 や事 業 者 に対 する分 別 やリサイクル方 法 の情 報 提 供 や支 援 を行 います。 

さらに、今 後 、全 国 的 に高 齢 化 がさらに進 み、本 市 においてもごみの分 別 や排 出 が困

難 になる世 帯 が増 加 する恐 れがあります。各 地 域 において町 内 会 へ未 加 入 の世 帯 も増

えつつあり、このような社 会 情 勢 の変 化 に対 応 するため、持 続 可 能 な処 理 を行 えるような

体 制 の確 立 を目 指 します。 

なお、国が進めるプラスチック製品の一括回収について動向を注視し、リサイクルルートの確保と分

別区分の見直しを検討します。 

【重点施策】 ２－１ 市民に分かりやすいごみ分別                     

課題 市民アンケート結果によると、「プラスチック製容器類（汚れている状態）」、「破砕ご

み」、「粗大ごみ」は、「困ることなく分別できる」と回答した割合が低く、分別に困っている

状況がうかがえます。 

施策の概要 市民が分別に苦慮する品目について、分別を分かりやすく変更することで適正分別お

よび資源化を推進します。特に、プラマークの有無や汚れているか否かの判断が必要な

「プラスチック製容器類」について、分別を分かりやすく変更し、周知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の効果 
・適正分別・資源化の推進 

・クリーンセンターにおける手選別時の負担軽減 

・容器類の洗浄による水環境の負担軽減 

スケジュール  

 
R4     R5     R6     R7     R8     R9     R10     R11     R12     R13     R14 

実施 

組成調査時のチューブ類・ボトル類等 

組成調査時のプラスチック製容器類 

簡易な洗浄でリサイクル可 

 チューブ類は？ 
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【重点施策】 ２－２ 収集日の統合による効率的な収集                    

課題 家庭系焼却ごみの組成調査結果によると、15％程度の古紙類が混入しているため、

分別を促し資源化を進める必要があります。 

施策の概要 古紙類の品目別の収集日を統合することで、排出し易くするとともに、古紙類の収集

量増加による資源化率向上を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の効果 
・家庭系焼却ごみの削減（2.3%程度の減量効果） 

・市民サービスの向上 

・古紙類の増加による資源化率の向上 

スケジュール 
 

 

  

R4     R5     R6     R7     R8     R9     R10     R11     R12     R13     R14 
実施 

段ボール 雑誌・雑紙 
月１回 

新聞・広告 
月１回 

古紙類 

①新聞・広告 

②段ボール 

③雑誌・雑紙 

同一日として月２回程度 現状合計 月３回 

月１回 

組成調査時の雑紙・雑誌(紙箱、紙袋、牛乳パック等) 

（収集日の統合） 
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【重点施策】 ２－３ 福祉分野と連携したごみ出し支援制度               

課題 将来的な高齢化率の上昇に伴い、高齢者等で集積所までごみを運ぶことが困難な方

が増えてくる。 

施策の概要 今後の高齢化率の上昇を見据え、ごみ分別の支援や排出が困難になる世帯への支

援が必要です。 

地域によるごみ出し支援をサポートするコミュニティ（地域団体等）を支援することに

より、地域とのかかわりを持ちながら住み慣れた地域で生活できるよう、また、持続可能

な適正排出を行えるよう福祉分野と連携したごみ出し支援について検討を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策の効果 
・ごみ出しに対する不安解消 

・ごみ出し時のけがや事故の防止 

スケジュール  

 

 

  

R4     R5     R6     R7     R8     R9     R10     R11     R12     R13     R14 

制度検討 実施 

安全
安心
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【一般施策】 

資源化（分別） 

施策 
家

庭

系 

家庭における生ごみ資源化の支援 

生ごみ処理容器や段ボールコンポストの普及啓発を進め、生ごみの資源化

について支援を行うとともに堆肥の循環利用について促進します。 

資源ごみの回収促進 

資源ごみの回収は、民間の店舗回収の利用促進を図ります。また、古紙類

や繊維類は、集団回収を実施していない地域を中心にリサイクル事業者等に

関する情報を提供するなどの支援を行います。 

事

業

系 

食品廃棄物の資源化の促進 

飲食店や小売店等に対し、食品リサイクル法に定める再生利用事業者に関

する啓発を行い、食品廃棄物の資源化を進めます。 

未利用資源の資源化の推進 

剪定枝などの未利用資源は、民間事業者と連携し採算性も考慮した資源

化システムを検討します。 

適正処理施策 家

庭

系 

地域と連携したごみ出しルールの徹底 

町内会等と連携し、ごみ出しのルールを徹底するとともに、集積所の適正管理・

使用について支援、啓発します。 

事

業

系 

排出事業者・収集運搬許可業者への適正排出・適正処理の指導徹底 

一般廃棄物の搬入基準の厳守やプラスチックをはじめとした産業廃棄物の適

正排出の促進のための指導を徹底します。 

食品ロス削減や機密文書を含む古紙類の資源化等は優良事例を紹介し、

ごみの減量や資源化を促進します。 

また、収集運搬許可車両が搬入する事業系ごみに対して抜き打ちで展開検

査を行うことで、プラスチック類や古紙類の搬入禁止の厳格化を重点的に実施

します。 

共

通 

クリーンセンターでのごみの安定処理およびごみ焼却エネルギーの有効利用 

職員の技術継承により、安定的な焼却炉の運転管理を行うとともに、効率

的なごみ処理発電を行うなど、焼却エネルギーを有効利用します。 

災害時や感染症などによる非常時のごみ処理体制の確保 

非常時のごみ処理体制の確保のために、廃棄物処理業者等との協定の締

結を進めるなど、安定的なごみ処理体制を確

保します。 

感染症による生活様式の変化から増加する

ごみ量やごみ組成の変化を踏まえ、感染防

止を考慮したごみ収集および適正処理の維

持を検討します。 

在宅医療廃棄物への対応 

医療技術の進歩に伴い在宅医療や在宅介護が増え、注射針等のように先

端が鋭利なものや非鋭利なもの（ビニールバッグやチューブ・カテーテル類、ガー

ゼ、ガラス製容器など）の在宅医療廃棄物の増加が予想されます。感染のリス

クが高い医療廃棄物は、医療機関での回収を求めるなど、適正処理に向けた

取り組みを検討します。 
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３ 共通施策 教育・学習機会の充実 

【共通施策】 

・様々な媒体を活用したごみに関する情報の発信 

広報くさつやホームページ、ごみ分別アプリ等により、ごみ処理の現状と課題、リサイクルの状況、減量の

必要性、ごみ処理コスト等について、データに基づく分析などを活用した分かりやすい情報提供に努めます。

また、ごみに関する話題性や関心が高い内容について、適宜これらの広報媒体により適切に情報を発信し

ます。  

・教育機関等における環境教育の推進 

 環 境 教 育 の推 進 のために教 育 機 関 等 との連 携 を図 ると 

ともに、出 前 講 座 の推 進 やクリーンセンターの施 設 見  

学 との連 動 によるステップアップを図 るなど教 育 内 容 の充 実  

を図 ります。 

 

・クリーンセンターや地域における環境学習の推進 

 新 クリーンセンターにおいて循 環 型 社 会 や環 境 問 題 に係 る啓 発 、学 習 機 会 の提 供 の創 出 を

積 極 的 に進 めます。市職員によるごみの出前講座以外に企業や大学等と連携した学習機会の提供

など、地域が主体となって行う環境学習を支援します。 

また、新たな施設見学の手法について動画やリモート通信等への新たな取組を行うなど、内容の充実に

努めます。 

・市民団体・地域との協働による啓発の推進 

 ごみ問題を考える草津市民会議などの市民団体や各種団体との協働により、主に２R（リデュース・リユ

ース）に関連する事業の実施や各種イベントの開催、出展等によりリサイクル意識向上の啓発を進めま

す。 

・ごみの組成調査結果の分析と活用 

 焼却ごみ類に含まれる食品ロス・プラスチック・古紙の実態について施策の浸透状況や分別に苦慮する品

目を把握するため、減量化・資源化の手掛かりとなるごみ組成調査を定期的に実施します。また、調査結

果を広報、出前講座等で活用し周知するとともに、ごみ分別ブックの見直しや変更を行うなど、適正分別

および資源化を推進します。 

４ 市民・事業者・行政の協働 

本 計 画 で掲 げる目 標 の達 成 には、市 民 ・事 業 者 ・行 政 がそれぞれの割 合 を果 たしつ

つ、連 携 し協 働 することが必 要 です。 
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５ その他施策 

１） 不法投棄対策 

道 路 や河 川 などの公 共 スペースへの不 法 投 棄 の防 止 および早 期 発 見 のため、地 域 や

警 察 等 関 係 機 関 と連 携 を図 りながら、不 法 投 棄 監 視 員 による多 発 地 点 へのパトロール

を強 化 します。 

なお、不 法 投 棄 を発 見 した場 合 は、警 察 への通 報 とともに、投 棄 者 が特 定 される場

合 は原 状 回 復 命 令 を出 すなど厳 しい姿 勢 で対 応 します。 

投 棄 者 が不 明 な場 合 は、土 地 管 理 者 や地 域 と連 携 し、ごみを速 やかに撤 去 し原 状

回 復 を行 うとともに、再 発 防 止 として不 法 投 棄 が多 発 している箇 所 に監 視 カメラを設 置

するなど、環 境 整 備 を行 います。 

 

２） 地球温暖化防止 

ごみ処 理 事 業 は、環 境 への負 荷 が非 常 に大 きいということを十 分 認 識 し、特 にごみを

焼 却 する際 に発 生 する二 酸 化 炭 素 は、地 球 温 暖 化 に大 きく影 響 を及 ぼすものであるこ

とから、本 市 では、ごみの減 量 化 施 策 を積 極 的 に推 進 し、焼 却 ごみの量 を減 らすととも

に、新 たな焼 却 施 設 の整 備 にあたっては、最 新 の高 効 率 ごみ発 電 技 術 を導 入 した「地

球 環 境 にやさしい処 理 施 設 」を目 指 します。 

また、ごみの収 集 車 両 についても、低 公 害 車 の導 入 を検 討 するなど、環 境 負 荷 の低

減 につながる施 策 を今 後 進 めて行 きます。 

 

３） ＩｏＴ・ＡＩ・ロボット等先端技術の導入検討 

廃棄物の自動選別や作業員の安全確保に係る最先端技術（ＡＩ・ロボット等）の導入について

検討を行います。 

また、スマートフォンで撮影した「ごみ（雑紙など）」の写真をＡＩで「正しい分別」や「誤った分別」を

判別させるなど、ＩｏＴ・ＡＩ技術の活用を検討します。 
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６ ごみ発生量の推計（施策反映後） 

前 述 「第 ３章  第 ２節  ごみの発 生 量 の推 計 」より、本 計 画 策 定 後 に各 施 策 を進

めた場 合 のごみ発 生 量 推 計 を図 5-1～図 5-5に示 します。 

（１）１人１日当たりの家庭系ごみ量（集団回収量を除く） 

家 庭 系 ごみ量 （集 団 回 収 量 を除 く）は指 定 袋 無 料 配 付 の見 直 し等 の施 策 によ

り、市 民 1人 1日 当 たり469.4gとなります。その推 計 値 を図 5-1に示 します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-1 1人１日当たりの家庭系ごみ排出量推計値－目標達成― 

（２）１人１日当たりの集団回収量 

集 団 回 収 量 は、施 策 による雑 紙 の分 別 周 知 等 により資 源 化 が推 進 されることによ

り、市 民 1人 1日 あたり39.5gとなります。その推 計 値 を図 5-2に示 します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-2 1人１日当たりの集団回収量推計値 ―目標達成―  
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（３）１人１日当たりの事業系ごみ量 

事 業 系 ごみ量 は、ごみ処 理 手 数 料 の改 定 やその他 の施 策 により市 民 １人 １日 当 た

り244.3gとなります。その推 計 値 を図 5-3に示 します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-3 1人１日当たりの事業系ごみ排出量推計値 ―目標達成― 

 

（４）１人１日当たりの総ごみ量（家庭系＋集団回収＋事業系） 

家 庭 系 ごみ量 および集 団 回 収 量 に事 業 系 ごみ量 を加 えた本 市 の１人 1日 当 たり

の総 ごみ量 は、1人 1日 あたり753.3gとなります。令 和 元 年 度 と対 比 すると、60.1

ｇの減 少 となります。その推 計 値 を図 5-4に示 します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-4 １人１日当たりの総ごみ量推計値（家庭系＋集団回収＋事業系）-目標達成- 
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７ 総ごみ量 

施 策 実 施 後 の総 ごみ量 の推 計 結 果 を図 5-5に示 します。２つの目 標 値 を満 たすこと

で、令 和 14（2032）年 度 の総 ごみ量 は40,383 tとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5-5 本市の総ごみ量推計値（家庭系＋集団回収＋事業系）-目標達成- 

 

 

図5-6 焼却ごみ量の将来推計-目標達成- 

 

 

42,576 42,019 41,116 41,295 42,029 42,325 42,833 42,749
41,524 40,569 40,500 40,544 40,550 40,670 40,578 40,600 40,626 40,505 40,383

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032

H26 H27 H28 H29 H30 R元 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14

ｔ

家庭系ごみ 事業系ごみ 集団回収

実績 予測

R元


